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市
の
財
務
書
類
を
公
表
し
ま
す

市
の
財
政
状
況
を
市
民
の
皆
さ
ん
に
詳
し
く
お
知
ら
せ
す
る
た
め
、総
務
省
が

策
定
し
た
統
一
的
な
基
準
に
基
づ
く
財
務
書
類
４
表（
貸
借
対
照
表
、行
政
コ

ス
ト
計
算
書
、純
資
産
変
動
計
算
書
、資
金
収
支
計
算
書
）を
公
表
し
ま
す
。

財務書類から
分かること！

市民1人あたりの資産額

市民1人あたりの負債額

受益者負担の割合

市民1人あたりの行政コスト

純資産比率

305
94

64

69.1

18.4

万円

万円

万円

％

％

令和3年3月31日現在の人口、9万7,470人で算出
（カッコ内は前年度の数値）

Q
財
務
書
類
っ
て
何
？

A
　
地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
会

計
制
度
は
、「
現
金
主
義・単
式
簿

記
」
方
式
を
採
用
し
て
い
ま
す
。

こ
の
方
式
は
、１
年
間
に
ど
の
よ

う
な
収
入
が
あ
り
、そ
の
収
入
を

何
に
い
く
ら
使
っ
た
の
か
と
い

っ
た
、現
金
収
支
の
把
握
に
適
し

て
い
ま
す
。

　
そ
の
反
面
、こ
れ
ま
で
に
市
が

整
備
し
て
き
た
資
産
や
将
来
返

済
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
負
債

の
残
高
、そ
し
て
年
度
ご
と
の
実

質
的
な
コ
ス
ト
の
把
握
が
困
難

で
あ
る
と
い
っ
た
問
題
が
あ
り

ま
し
た
。

　
そ
こ
で
市
で
は
、企
業
会
計
的

手
法（
発
生
主
義・複
式
簿
記
）を

取
り
入
れ
た
財
務
書
類
を
、平
成

20
年
度
決
算
か
ら
作
成・公
表
し

て
い
ま
す
。

　
こ
の
会
計
制
度
に
よ
り
作
成

さ
れ
た
財
務
書
類
は
、従
来
の
会

財
務
書
類 
Q
＆
A

＝経常収益÷経常費用× 100
経常収益は、市民の皆さんが支払う手数料や使用料などの
受益者負担金の総額です。行政コストにおける経常費用に
対する割合を算出することで、受益者負担の割合を表して
います。経常収益で経常費用の約２割をまかなっているこ
とが分かります。

＝純行政コスト÷人口
資産形成に結びつかない１年間の行政サービスに対する、
市民１人あたりのコストを表しています。経年比較や類似
団体と比較を行うことによって、市の行政活動の効率性の
測定に役立てることができます。

＝純資産÷資産×100
市の資産に対して、現世代がどの程度負担してきたかを示
すものです。地方公共団体は、地方債の発行を通じて将来
世代と現世代の負担配分を行うことから、純資産の変動
は、両者間で負担の割合が変動したことを意味します。

＝資産÷人口（268万円）

（62万円）

（53万円）

（77.0％）

（21.1％）

＝負債÷人口
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｜貸借対照表

令和２年度
全体財務書類

一般会計の他、水道や病院、国保や
介護サービスなど、関連する会計を
一つの行政サービス主体として連結

計
方
式
で
は
見
え
に
く
か
っ
た

ス
ト
ッ
ク
情
報
や
コ
ス
ト
情
報

な
ど
を
、一
覧
的
に
把
握
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

Q
対
象
会
計
は
？

A
　
次
の
、10
会
計
が
対
象
で
す
。

◎
一
般
会
計

◎
土
地
取
得
事
業
特
別
会
計

◎
休
日
急
患
診
療
事
業
特
別
会
計

◎
国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計

◎
介
護
保
険
事
業
特
別
会
計

◎
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
特
別
会
計

◎
後
期
高
齢
者
医
療
事
業
特
別

会
計

◎
水
道
事
業
会
計

◎
病
院
事
業
会
計

◎
公
共
下
水
道
事
業
会
計

Q
コ
ス
ト
や
収
支
の
詳
細
は
？

A
　
今
回
こ
こ
で
公
表
す
る
財
務

書
類
は
、一
般
会
計
や
そ
の
他
の

会
計
を
一
つ
の
行
政
サ
ー
ビ
ス

主
体
と
み
な
し
た「
全
体
財
務
書

類
」で
す
。

　

な
お
、関
連
団
体
を
含
め
た

「
連
結
財
務
書
類
」
や
財
務
書
類

を
用
い
た
分
析
・
指
標
な
ど
は
、

今
後
、市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載

し
て
い
き
ま
す
の
で
、ご
覧
く
だ

さ
い
。

資産			   2,972 億円
【内訳】	 固定資産	 2,702 億円
	 流動資産	    270 億円
	 （うち現金預金    184億円）
計………………………	 2,972 億円

①経常費用		  　　　774 億円
【内訳】	 人にかかるコスト　　135 億円
	 物にかかるコスト　　232 億円
	 移転支出的なコスト　393 億円
	 その他のコスト　　　　14 億円

令和元年度末資金残高		  74 億円
業務活動収支			   50 億円
投資活動収支		  　　△ 75 億円
財務活動収支		  　　   127 億円
令和 2 年度資金収支額	          102 億円
令和 2 年度末資金残高	          176 億円
令和 2 年度末歳計外現金残高	   8 億円
令和 2 年度末現金預金残高    184 億円

令和元年年度末純資産残高   2,025 億円
純行政コスト		  　　△ 628 億円
財源（税収等・補助金）	 　　　619 億円
その他				    37 億円
令和 2 年度純資産変動額　28 億円
令和 2 年度末純資産残高　  2,053 億円

市がどれほどの資産を所有し、債務
を負っているかのバランスを示した
財務書類です。負債部分は将来世
代の負担、純資産部分は現世代ま
での負担とみることができます。

１年間の行政活動における資金の流れを、収支３つの
区分に分けて、どういう資金が何に使われたのかを示
した財務書類です。財務活動収支がプラスであるこ
とは、地方債が増加したことを示します。

貸借対照表の「純資産」が、１年間でどのように変動
したかを表した財務書類です。令和 2 年度末純資
産残高は、元年度末から 28 億円増加しました。民
間企業の株主資本等変動計算書にあたります。

１年間の行政活動のうち、ごみの収集
や福祉事業といった資産形成に結び
つかない行政サービスのコストと、そ
の収益を対比させた財務書類です。
民間企業の損益計算書にあたります。

負債		  　　919 億円
【内訳】	 固定負債　　710 億円
	 流動負債　　209 億円
純資産		  　2,053 億円
計…………………  2,972 億円

②経常収益	 142 億円
③臨時損失	 　3 億円
④臨時利益	 　7 億円

（①−②＋③−④）
純行政コスト	 628 億円

｜行政コスト計算書

｜純資産変動計算書｜資金収支計算書
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